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４　事務事業の対象・手段・意図
　対象（誰・何に対して行う事業ですか）

　意図（活動により対象をどのような状態にしたいのですか）

食作りの技術と知識を市民が習得することで、すべての年代が食への興味を持つことができ、そのことが健康への
保持増進につながる。

高齢者の健
康食事教室

84回 1625人

238回 2464人

３　事務事業の概要

2073人

3902人

2157人

4499人

191回

1167回

571回

1685回

生活習慣病教室

対話訪問

２　事務事業の目的（何のためにするのですか）

乳児健診における離乳食作り、親子の料理教室などの食育活動、成人
男性のための料理教室、介護食教室、病態に応じた調理実習、文化祭
などでの郷土料理や各年齢に応じた献立や調理、食事の展示

市民

対話訪問

対話訪問

母子の健康・
貧血予防教室

目会計 款

H23年度の事業の継続と活動
の場の拡大

H23年度事業の継続・新食生
活改善推進員の人材育成

養成講座経費
実習材料代
10,000円×5回＝50,000円
テキスト代
2,000円×30冊＝60,000円
講師賃金
7,050円×5回＝35,350円

H24年度事業の継続

食改推進員増加分
協議会補助金
4,000円×30人＝120,000円
推進員研修会材料代
5,000円×30回＝150,000円
テキスト代
1,200円×30冊＝36,000円

細目
4食生活改善推進事業費

手段（対象に対してどのような活動を行うのですか）

食生活改善推進員による食育活動、郷土料理の普及、食生活の改善、食を通した全身の健康保持増進、生活習慣病
予防や食事バランスガイドの普及を目的とする。

H25年度の事業計画
H23年度の

事業概要・計画
H24年度の事業計画

総合計画上の
位置付け

基本方針

事務事業名

出水市食生活改善推進員設置要綱・「食生活改善推進印の活動について」「国民の健康づくり地方推進事業の推進について」厚労省課長通知

健康づくり対策の充実

根拠法令・条例、関連計画等

施　　策

細 施 策

平成 年度
記入者名

1
項

18

41

事業期間
思いやりと温かさがはぐくむ健康・福祉のまちづくり

　予算細々目名

健康づくり支援のための体制整備

平成２３年度　実施計画作成・事務事業評価（事後評価）シート

保健センター 874内線

実施計画
１　基本事項

戸澤部等名 市民福祉部 課等名
健康増進事業

3

平成年度

H22年度の事業概要
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事務事業評価（事後評価）
１　指標の推移

指標名

※　活動指標・・・事業内容を示す数値（ボランティア講座開催回数、道路整備延長距離など）
※　成果指標・・・施策・事務事業の目的達成度を示す数値（ボランティア実施者数、渋滞緩和率など）

２　評　　　価
　成果指標を向上させる余地はないですか

　廃止・休止した場合の影響はありますか

　成果指標を下げずにコスト削減の余地はないですか

　類似事業の有無と統合の可能性はないですか（市以外の取組含む）

　市と受益者との負担割合は妥当ですか（受益者負担がある場合に記入してください）

　他の市町村では、実施している事業ですか

３　今後の方向性、改善案等（一次評価）
　今後の方向性（総合評価）

■ 拡大 □ 継続 □ 改善
□ 統合・縮小 □ 廃止・休止

４　今後の方向性、改善案等（二次評価）
　今後の方向性（総合評価）

■ 拡大 □ 継続 □ 改善
□ 統合・縮小 □ 廃止・休止

５　今後の方向性、改善案等（最終評価）
　今後の方向性（総合評価）

■ 拡大 □ 継続 □ 改善
□ 統合・縮小 □ 廃止・休止

区分

食生活改善推進員人数 人 56

食生活改善推進員研修会 回 29

食生活改善推進指導実施人数

食生活改善推進指導回数 回

市民が食と健康に関する知識や技術を習得できる場がなくなる

活動の場を拡大することで向上すると思われる

最終目標

食生活改善推進員の活動研修に必要な最低限の経費と食生活改善推進員協議会補助交付金
であるため、削減の余地はない。

24年度

①

■ 

□ 

あ　る

目標

■ 

□ 

31

二次評価と同様に拡大とする。

有
効
性

□ な　い

あ　る

な　い

③

あ　る

そ
の
他

すべての市町村で実施されている。（薩摩川内市241人、さつま町66人、阿久根市32人、長島町21
人）

効
率
性

■ な　い

□ あ　る

■ な　い

　方向性の理由、改善案等

□ は　い

いいえ□ 

類似事業なし

本事業には該当しない

　方向性の理由、改善案等

　方向性の理由、改善案等

食生活改善推進員の増員の必要性は認められるが、市の財政状況等を考
慮しながら拡大することとする。

年度実績 目標値目標
25年度23年度22年度

①

②

単位

17,000

目標
4,100

30 31

4,0003,936

16,720人

食生活改善推進員の増員を図る.研修により推進員の技術や知識を向上さ
せ、活動の場を増やし、地域での健康づくり活動の充実を図る。

57 57

成
果

活
動
指
標

4,200

17,40017,200

87


